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今回のテーマ：建築コストは何故高いのか？（その２）

前回に引き続き「建築コストは何故高いのか？」について書きました。前回は建築の

手順にそってまず「設計時に必要な知識」、次に「入札時に必要な知識」を書きましたの

で、今回はその続きから書き始めます。

Ⅰ 建設業者から提出された見積書
①「出精値引き」について

入札に参加した各建設業者から見積書が提出されます。この見積書によく「出精値引

き」とかいう名目で見積書の最後で大幅な値引きをしているものがあります。

談合をしている場合この「出精値引き」で見積金額を合わせている場合も多いようで

す。前回の「Ⅱ 入札時に必要な知識」でも書きましたが談合されている場合、入札に参

加した建設業者が各社毎で見積書を作成している訳ではなく、あくまで落札すると決ま

った建設業者が見積書を作成し、残りの業者はその見積書に合わせて作り直しているだ

けです。まじめに作るわけではありませんから建築工事や設備工事の金額をちょっとだ

け変えて「出精値引き」でつじつまを合わせるのです。

また、最後で「出精値引き」として何千万円も値引き出来ると言うことは、その前の

建築工事や設備工事等の見積自体がいい加減だと言えます。最初からちゃんと各工事の

見積をやっているのであれば最後で出来る値引きは端数を切り捨てる程度の値引きしか

出来ないはずです。

最近テレビで「悪徳セールスの実態」という内容の特集を放送していますが、悪徳セ

ールスの手法は最初から法外な値段を吹きかけておいて最後に「今購入するなら５０％

オフですよ！」とか言って値段の調整をしたり、相手が何も知らない素人なのを良いこ

とに家が傾いているだの、シロアリが沢山いるだの言って、さんざん不安にさせて相手

から選択の余地を奪って高値で購入させたりするものです。

建設業者の場合もこれと似た事があります。「出精値引き」で調整したり、なんだかん

だ理由をつけて工事を先送りして施工主が困り果てるのを待ってから見積書通り（高値）

で工事契約をしたりするからです。（特に完成引渡期日までに余裕がない工事の場合にや

られます。）

ですから「出精値引き」がある事自体不自然だと思わなければなりません。

②ＶＥ案（バリューエンジニアリング）について

入札が終わり落札する業者が決まると、今度は落札した業者と最終的な打ち合わせを
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しますが、この時に施工主の予算より建築金額がオーバーしている等の理由で建築金額

の減額を要求すると建設業者よりＶＥ案というものが出されます。

このＶＥ案は日本語でいうと設計改善案ですので、「品質を下げずにコストを下げる」、

「コストを上げずに品質を上げる」あるいは「建築の目的を実現させるために機能や品

質を見直し、無駄を省く」といった目的で行われるのが正しいです。

ところが設計段階から談合されている場合、当初の設計自体にわざと過剰な設計をし

ているケースもあります。例えば材質を必要以上に高価なものを指定したり、必要のな

い所にも断熱材を使用していたりと、素人が見てもわからない所で過剰な設計をしてお

き、それらをＶＥ案として出したりします。

そうすると何千万円と建築金額が下がりますから施工主は喜んで契約するという訳で

す。ところが本当に喜んでいるのは設計士と建設業者の方だったりします。

次に談合されていない場合のＶＥ案ですが、設計士は一般的に自分が描いた図面の中

の過剰なところを建設業者からＶＥ案として出してもらい、その案により下がる金額を

もって施工主と話し合いながら妥協点を探しています。つまり品質を落としての金額交
．．．．．．．．．．．

渉という事になります。本来の「コストを上げずに品質を上げる」や「品質を下げずに
．

コストを下げる」をやっていない設計士が多いのではないでしょうか？

Ⅱ 工事監理について
建設業者との契約も終わり工事が始まると、次に工事監理という問題が出てきます。

建築士法による工事監理とは「その者の責任において、工事を設計図書と照合し、そ

れが設計図書のとおりに実施されているかいないかを確認すること」となっています。

この為、自分が設計したものを変えられたくないという思い、変更によって設計のや

り直しが生じるのを嫌うなどの理由から、建築士法の条文を根拠に設計変更を認めよう

としない又は認めたがらない設計士が多いようです。

施工主としては工事が進んでいくにつれて仕様を変更したいと思ったり、いろいろな

人からのアドバイスにより設計を変更したいと思うことが出てくることは当然です。（こ

れにより工事費が大幅に下がることもあります。）また、実際に仕事をしている医師・看

護士・介護スタッフ・厨房スタッフより仕様変更を言われることも多々あります。つま

り工事着工後であってもＶＥ案は出てくるのです。

それを何かと理由をつけて仕様又は設計変更に応じないというのでは困りますので、

工事監理について必要と思われる知識を書きました。

①建築確認申請と完了検査

建築確認申請は建築基準法に定められている手続きで工事着工前に申請しなければな

らないとされており、建築する際には必ず建築確認申請を受けています。

この時に必要なのが設計図ですが、設計図とは官庁に対してされる建築確認申請の為

の必要書類（道具）であり、また発注（入札）の際の必要書類であって、その設計図通

り建物を造らなければならない、と決められているわけではありません。
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建築確認申請をするのは建設指導課や建築審査課等名称は各市区町村によって異なり

ますが、いわゆる地方公共団体にします。つまり相手は官僚という事です。官僚が相手

なだけに建築確認申請のない建築は行ってはならず、確認のない変更も許さないという

建前で仕事をしています。このため設計士の方も「一度建築確認を済ませたらその図面

通りに工事を進めなければならない」と考えているようです。またそう思っていなくて

も設計図を描き直す手間を省くための、とても都合の良い理由となります。

ところが建築基準法ではちゃんと建築確認を受けた後の設計変更も認めているので

す。この場合にはもう一度建築確認申請をし直せば良いのです。

次に建築基準法では完了検査という手続きもあります。これは文字通り建物が完了し

たら官僚の検査を受けなさいというものですが、この検査実施率は約４０％程度だそう

です。これは完了検査を申請しなくても事実上処分される事がないといった理由もある

ようです。（建築基準法では２０万円以下の罰金という規定がありますが、仮に適用され

てもわずかな罰金を払うだけで建物を壊すだの何だのという事はありません。）

また建物の登記には完了検査後に交付される「検査済証」が必要とされていますが、

これには抜け穴があって施工者の「施工証明書」があれば登記出来ます。

もっとも病院を開設する場合や老人保健施設を開設する場合には「検査済証」が必要

となってきますから完了検査は受けなければなりませんので、大幅な設計変更の場合に

はやはり建築確認申請をし直す必要があります。

②工事監理という業務

工事監理の業務内容については前ページに書きましたが、実際に監理が行われている

事は少なく、極めて形式的であるのが多いようです。

例えば監理者（設計士）は、建築物の品質を監理するために「配筋」「コンクリート強

度」「鉄筋の引っ張り強度」などについて検査することになっていますが、実際には施工

会社（建設業者）の手で行われていて、「問題なし」と書かれた報告書を監理者に渡すだ

けだそうです。また、施工会社は工事をするにあたって施工図を作りますが、膨大な量

の施工図が、設計図と整合されているかどうかを、監理者が全てチェックすることは大

変であり、こちらも実際は施工会社の自主的な判断で進められているようです。

現に何らかの問題が起きると監理者ではなく施工会社の責任が問われています。こう

なると監理者（設計士）に払う監理報酬は何のために支払っているのかという疑問が出

てきますが、監理報酬を支払う以上ちゃんと指定された工事がされているかをチェック

する（写真を撮るなどして後日検証できるようにする）、施工主が要望している機能を満

たしてるいかをチェックする、色合いなどデザイン性に問題がないかチェックする、更

に工事中であってもＶＥ案（「コストを上げずに品質を上げる」又は「品質を下げずにコ

ストを下げる」）があればいつでも施工主に提案する等の業務を要求し、実行してもらう

べきだと思います。
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Ⅲ 良い建築とは？
良い建築とは一言でいうと「施工主の予算内で希望通りの建物が出来ること」だと思

います。ですから人によって良い建築の概念は変わってきます。多少お金をかけてもグ

レードの高い建物を造りたい人もいればグレードは多少低くてもお金をかけないで造り

たい人もいます。ただ共通して言えることは前回の冒頭の所でも書きましたが、建物の

値段が高かろうが安かろうが診療報酬は変わらないという事です。

そして最も大切な事は建設後に借入金の返済が余裕をもって出来るような建物を造る

という事です。通常、建物を造るときは銀行から借り入れて建物を造りますが、借り入

れできる金額が建築可能限度額ではありません。建築可能限度額は建築後の予測損益を

計算して無理のない返済が出来る金額になります。

これらの事を考えるとやはり建物は良いものをなるべく安くという事になると思いま

す。つまり談合等で必要以上に建物の建築金額が上がらないようにすることが大切です。

そのためにはいかに良い設計士を選ぶかが大切なポイントになってくると思います。

一般的には施工主の立場に立って相談、助言などをしてくれて、かつ特定の建設業者と

の癒着もなく、工事費の高い安いも適切に判断出来る設計士を選べたのであれば工事は

うまくいったようなものです。

さらに設計士には設計図は書けても、計画全体をマネジメントする能力はありません。

計画全体のマネジメントとは建築可能限度額のもとになる予測損益の計算や銀行との交

渉、関係官庁との折衝、各種補助金の申請などと多種に渡っています。

当事務所ではこの計画全体のマネジメントを今までもしてきましたし、今後も今まで

以上のきめ細かいサービスが出来ればと思っております。その為には経営コンサルタン

トとしての知識だけでは無く、設計や建築に関する知識も必要になりますが、設計事務

所及び建設業者等と連携を取りながら他の経営コンサルタントや会計事務所では出来な

いサービスの提供を目指していきます。ご期待下さい。

以上、「建築コストは何故高いのか？（その２）」としてまとめてみました。

なお、ご参考までに物価本の価格がいかに適正でないかが書かれた新聞記事を次のペ

ージに添付しておきました。物価本とは前回も書きましたが、よく建設業者や設計士が

適正価格として使うものです。前回も物価本の価格を持ち出すような人では良い建築は

出来ないと書きましたが、この新聞記事を読んで頂ければよくわかると思います。

平成１５年７月１日

西岡秀樹税理士事務所
http://www013.upp.so-net.ne.jp/nishioka/

文 責 西岡秀樹

http://www013.upp.so-net.ne.jp/nishioka/
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